
愛媛県水道広域化推進プラン検討委員会 第２回部会 議事概要 

 

 

<東予ブロック> 

日 時 令和３年１月１９日（火）14：00～ 

場 所 WEB会議 

参加者 

県 ：総務部総務管理局市町振興課、県民環境部環境局環境政策課、 

   東予地方局地域政策課 

市町：今治市、新居浜市、西条市、四国中央市、上島町 

オブザーバー：有限責任監査法人トーマツ 

 

 

<中予ブロック> 

日 時 令和３年１月１８日（月）14：00～ 

場 所 WEB会議 

参加者 

県 ：総務部総務管理局市町振興課、県民環境部環境局環境政策課、 

   中予地方局地域政策課 

市町：松山市、伊予市、東温市、久万高原町、松前町、砥部町 

オブザーバー：有限責任監査法人トーマツ 

 

 

<南予ブロック> 

日 時 令和３年１月２６日（火）14：00～ 

場 所 WEB会議 

参加者 

県 ：総務部総務管理局市町振興課、県民環境部環境局環境政策課、 

   南予地方局地域政策課 

市町：宇和島市、八幡浜市、大洲市、西予市、内子町、伊方町、松野町、鬼北町、 

愛南町、南予水道企業団、津島水道企業団 

オブザーバー：有限責任監査法人トーマツ 

 

会議次第 

１ 開会 

２ 県からの説明 

３ 有限責任監査法人トーマツからの説明 



４ 意見交換 

   ①現状分析・将来推計等に関する報告書（素案）について 

   ②共同委託・共同発注について 

   ③令和３年度の検討内容等について 

 

 

県（市町振興課）説明事項 

・R2年度の検討内容及びスケジュールについて 

・漏水調査の委託状況、共同委託希望、及び今後のスケジュールについて 

・R3年度の取組み及びスケジュールについて 

 

県（環境政策課）説明事項 

・資機材の備蓄情報の共有について 

・広域化に係る施設整備における交付金制度について 

・水道分野におけるデジタル化の推進について 

・令和３年度政府予算案における交付金制度の主な改正点について 

 

 

主な議事内容 

➀現状分析・将来推計等に関する報告書（素案）について 

トーマツから、現状分析・将来推計等に関する報告書（素案）（非公表）について概要を説明

し、意見交換を行った。主な意見は次のとおり。 

【東予ブロック】 

○東予地域は比較的余裕があるように見えるが、職員体制や技術職員の確保については

課題があり、経営統合によって経営基盤を強化していくことも考えられる。 

○各市町内での平成の合併後の事業統合もまだ途上であるため、こうした統合の動きに

ついても水道広域化推進プランを作成する上で留意していく必要がある。 

【中予ブロック】 

 特になし。 

【南予ブロック】 

  ○南予地域は他の地域に比べて厳しい結果が出ている。他地域よりも踏み込んだ広域化

や料金体制等についても検討が必要である。 

 

②共同委託・共同発注について 

県から、漏水調査に関して、各市町の委託状況と共同委託希望調査結果及び今後の想定

スケジュールについて説明を行った。 



また、現在、民間の専門業者（数社）との意見交換も進めており、業者側から得られた情

報も随時共有しながら、今後希望団体間で協議していきたい旨を説明し、意見交換を行っ

た。主な意見は次のとおり。 

【東予ブロック】 

 〇山間部から島嶼部まで範囲が広く区域を分けて発注しているので、共同委託でコストが

抑えられるか懸念がある。 

【中予ブロック】 

〇漏水調査について共同発注となる場合、事務委任、各々で入札等複数のパターンが考え

られるため、どのパターンが効果的か検証をする必要がある。 

 〇実施する場合は複数年がよいと考えるが、その場合、債務負担行為が必要。当団体では

債務負担行為は当初予算に計上することになっており、令和４年度からの開始は厳しい

ため令和５年度からの実施が望ましい。 

   ←（県）4/1付けの契約にこだわらないが、各団体の予算計上時期については柔軟に対

応してほしい。 

 

③令和３年度の検討内容及びその他意見等について 

県から、来年度の検討内容とスケジュール案を説明し、了承を得た。また、各市町間で、独

自に統合や連携に向けた動きがあれば、県全体の水道広域化推進プランにも反映させたいと

考えている旨を説明した。なお、その他の意見は次のとおり。 

 〇簡易水道を広域連携にどのように位置づけていくかは十分な検討が必要である。 

 〇簡易水道を上水道に統合しており、現在のところ経営は改善に向かっているが、長期的

にみると更新需要等で経営は厳しくなるとみている。地元で管理していた水源を自治体

で管理することになるなど細かい要望への対応が生じており、業務に影響のある事象も

出ている。 

 

（以上） 


